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目立ち始めたガソリン価格の上昇 

I. 需要増を背景に上昇するガソリン価格 

ガソリン価格は 3 年ぶり

の水準を回復 

 EIA（米エネルギー情報局）が 4 月 23 日に発表した米国のガソ

リンの平均価格は 2.80 ㌦/ｶﾞﾛﾝに達した。前週比で 2％、この一ヶ

月強で約 10％上昇した結果、2015 年以来、約 3 年ぶりの高値とな

っている。 

ガソリン価格の推移 

 

内外に多数の価格上昇

要因 

 価格上昇の最大の理由は好調な景気動向による需要拡大である。

夏のドライブシーズン前にも関わらず、ガソリン需要は 986 万ﾊﾞﾚ

ﾙ/日（4 月 13 日週）と史上最高の水準を記録しており、今後も更

なる拡大が予想されている。経済が好調なのは米国だけではない。

4 月に発表された IMF（国際通貨基金）予想によると、2018 年の

世界経済の成長率は＋3.9％と 2017 年の＋3.8％から一段高となる

見通しだ。原油価格は世界的な需要拡大に加え、中東やベネズエラ

等での地政学的リスクの高まり、過剰在庫の縮小、OPEC（国際通

貨基金）とロシアの協調減産延長の憶測などの上昇要因があるた

め、WTI（ウエスト・テキサス・インターミディエート）は年初の

60 ㌦/ﾊﾞﾚﾙの水準から 70 ㌦を試す展開になっている。 

輸送コストの高騰 

 

 

 トラック輸送が貨物輸送の 71％を占める米国ではガソリンやデ

ィーゼル等の燃料価格の高騰は輸送コストの上昇に直結する。トラ

ック輸送の PPI（生産者物価指数）は直近の 3 ヶ月平均で前年比

+6.2％となっており、PPI 総合指数（同+3.9％）を大幅に上回っ

出所：gasbuddy.com 
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 ている。以前から指摘されてきたドライバー不足の深刻化も輸送コ

スト増の潜在的な要因である。ATA（米国トラック協会）による

と、ドライバーの不足数は 2017 年末の 5 万人から 2026 年には 17

万人に達する見通しだ。全米のトラックドライバーは 350 万人だ

が、平均年齢は 49 歳と高齢化が進んでおり、新規の成り手も少な

い。昨年 12 月にはドライバーの運転時間を電子機器で記録するこ

とを義務付ける連邦規制が導入されるなど、業界の監視も厳しくな

っており、自動運転が実用化されるまでは運転手不足が輸送におけ

るボトルネックであり続けるとみられる。 

生産者物価指数（PPI）の推移 - 総合指数及びトラック輸送 

 

II. インフレが減税効果を打ち消す可能性 

コモディティ価格の上昇

が企業業績を直撃 

 第 1 四半期の決算発表では、多くの企業が事業環境におけるコス

ト増を指摘している。例えば、コカコーラではトラックの供給が旺

盛な商品需要に追いつかず、輸送費が前年比 20％増に膨らんだと

説明している。P＆G、ネスレといった消費財企業でも輸送費や原

材料費の高騰について言及している。昨年から一直線で上昇してき

た株式市場は今年に入り、一進一退の動きを続けているが、コモデ

ィティ価格の上昇が企業の収益性を悪化させるとの観測も影響して

いるものと考えられる。 

3％を回復した 10 年国

債利回り 

 4 月 24 日には 10 年国債利回りが 4 年ぶりに 3％を上回ったこと

も注目されている。ガソリンだけでなく、経済の各所でインフレの

実感が出てきており、いよいよ労働市場の逼迫から賃金上昇が顕在

化する兆しもある。この結果、FRB（米連邦制度準備理事会）が金

融引き締めペースを加速させる可能性が指摘されており、今後は自

動車や住宅などの景気敏感業種への影響が懸念される。 
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10 年国債利回りの推移 

 

インフレの景気への影響

と中間選挙の関係 

 ガソリン価格の上昇は今後、米国経済のリスク要因として注目さ

れよう。最近ではガソリン価格の上昇によってトランプ政権の目玉

政策である税制改革による減税効果が打ち消されるといった論調も

見られ始めている。とくに低所得者層への影響が大きく、所得下位

20％の層ではガソリン支出が所得の 8％を占める一方、税制改革に

よる減税メリットは年間 50 ㌦に過ぎないとの試算もある。ガソリ

ン価格の上昇が消費抑制を通じて景気後退を招いた場合、トランプ

政権の支持率が低下し、中間選挙の結果を左右しかねない状況にも

なり得る点には注意が必要である。 

以上/井上 
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